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1. はじめに 

1995年 1月に発生した兵庫県南部地震により損傷を受けた

鋼製橋脚の事例から，地震により過大な繰り返し荷重が作用

した際に，鋼製橋脚の基部や隅角部といったひずみ集中部に

おいて延性き裂の発生を起因とする脆性的な破壊が生じるこ

とが懸念されている．そこで，著者らは脆性的な破壊形態の

第 1 段階である延性き裂の発生に着目し，延性き裂の発生を

考慮した耐震設計法の確立を目指している．本検討では，既

往の補剛箱形断面鋼製橋脚を対象とした繰り返し載荷実験に

ついて解析的に再現し，延性き裂発生箇所近傍のひずみ挙動

を明らかにするとともに，Miner 則に基づく損傷度を用いて，

延性き裂発生の評価を試みる． 

2. 解析概要 

本検討では，補剛箱形断面を有する小型実験供試体

S35-35I1)及び大型実験供試体 KD-102)について検討する．これ

らの実験供試体について，基部にき裂が発生し，き裂が大き

く進展した結果，荷重が低下していたことが確認されている．

S35-35I の解析モデルの全体図，断面図を図-1 に示す． 

S35-35I及び KD-10 の解析モデルの諸元を表-1に示す．表中

の文字はそれぞれ，h：柱としての高さ，B：フランジ幅，D：

ウェブ幅，t：板厚，bs：補剛材長さ，ts：補剛材板厚，α：縦

横比（α=ld/ b，ld =ダイヤフラム間隔，b =ウェブ板厚中心間の

フランジ幅）， Rf ：幅厚比パラメータ， λ ：細長比パラメー

タ， *γγ ：縦補剛材剛比（縦方向補剛材剛比 γと線形座屈理

論から求められる最適剛比 *γ との比）， sλ ：補剛材細長比パラ

メータ，P/Py：軸力比（鉛直荷重 P と全断面降伏荷重 Pyの比）を示してい

る．使用鋼材は S35-35Iが SM490YA，KD-10が SM490Aである． 

解析には汎用解析プログラム ABAQUSを使用した．局部座屈が基部に生

じること及び基部の局所的なひずみを出力することを考慮して，橋脚基部か

ら 3bの高さまでを，4節点の低減積分有限膜ひずみシェル要素 S4Rを用い

て，残りの上部を Timoshenkoのはり理論に基づくはり要素 B31を用いてモ

デル化した．延性き裂発生箇所近傍の要素サイズは 2mm四方とした．載荷

パターンについては，解析モデル頂部に一定の鉛直荷重と，水平方向につい

ては図-2に示すように，1サイクルずつ変動変位振幅繰り返し荷重を載荷させた．なお，本研究では，1サイクル

の半分（例えば 1δyから－1δyまでの載荷過程）を半サイクルと称する．材料構成則としては修正 2 曲面モデルを

用い，モデルパラメータには引張試験 1), 2)で得られた値を使用した． 
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図-2 水平方向の載荷パターン 

表-1 解析モデルの諸元 

供試体名
h 

(mm)

B 

(mm) 

D 

(mm) 

t 

(mm)

bs 

(mm)

ts 

(mm)

S35-35I 1033 224 202 4.9 26 4.9 

KD-10 3303 720 692 14 90 10 

供試体名 α Rf λ  *γγ sλ  P/Py

S35-35I 0.5 0.33 0.35 3.7 0.17 0.172

KD-10 0.5 0.36 0.30 4.1 0.18 0.148

キーワード 鋼製橋脚, 延性き裂，塑性ひずみ，Miner則 

連絡先 名古屋市千種区不老町 電話 052-789-4485   FAX 052-789-5461 
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図-1 解析モデル 
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図-4 塑性ひずみ履歴 

延性き裂発生点（実験） 最大荷重点（実験） 

図-5 損傷度

延性き裂発生点（実験） 最大荷重点（実験） 

3. 解析結果 

解析により得られた水平荷重－水平変位履

歴曲線を図-3に示す．同図において，Hyは降伏

水平荷重，σyは降伏水平変位を示している．本

解析では延性き裂の発生・進展による耐力低下

は模擬できないので，最大荷重時までに着目す

る．同図から，解析結果は実験結果に比べ，

S35-35I では水平荷重を若干小さく評価してい

るが，概ね実験結果を再現できていることが分かる． 

S35-35Iについて，解析により得られた塑性ひずみ履歴を図-4に示す．

着目要素は張出部最下部の 2mm 四方の要素である．さらに図-4 には，

実験における延性き裂発生点，最大荷重点を破線，1点鎖線でそれぞれ

示した．実験においてはじめに観察された延性き裂は，本体張出部と

ベースプレートの溶接部本体側止端で発生しており，2mm 程度の長さ

であった．同図を見ると，塑性ひずみは載荷が進行するにつれ，圧縮

側に移行していたことが分かる．また，11 半サイクルまで塑性ひずみ

は増加しており，この時点における値は 35%程度である． 

本研究では延性き裂の評価指標として，Miner則に基づく損傷度を用

いる．損傷度 Dは以下の式で表される． 

( )∑= m
prCD ε                      （1） 

ここで，εprは塑性ひずみ範囲，C・mは鋼材による定数で，SM490では

C＝9.69，m＝1.86である 3)．塑性ひずみ範囲の抽出にはレンジ法を用い

た．なお，本手法では実験結果と比較するため，1～2mm程度の延性き

裂の発生を予測することを想定している． 

S35-35Iについて，得られた損傷度と半サイクル数の関係を図-5に示

す．損傷度 D が 1 に達した時点が予測延性き裂発生点となるが，同図

から分かるように，実験での延性き裂発生点と良く一致しており，式

（1）を用いて延性き裂発生を評価出来たといえる． 

 表-2 に解析により得られた予測延性き裂発生点と実験での延性き裂

発生点の比較をまとめる．同表より，本手法により，概ね実験での延

性き裂発生を評価できていることが分かる． 

4. 結言 

Miner 則に基づく損傷度を用いることで，実験での延性き裂発生を解析により概ね評価できることを確認した．

なお，本解析での結果は，材料構成則，着目箇所の要素サイズに影響を受けると考えられ，今後詳細な検討が必

要である．また，設計への応用を考慮し，ファイバーモデルによる解析を用いて，本解析と同様の精度で延性き

裂の発生を評価する手法について検討する必要がある．これらのことについては，発表で紹介する予定である． 
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表-2  予測延性き裂発生点と 

実験結果の比較（半サイクル数）

解析 実験 

供試体名 予測延性き裂

発生点 

延性き裂

発生点 

S35-35I 10 10 

KD-10 8.4 8 
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（a）S35-35I              （b）KD-10 

図-3 水平荷重－水平変位履歴曲線 
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